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議事に先立ち、配布資料（最終ページ参照）は2014-4-01～10に、席上配布の資料２点も加わったことを事務局が説明した。

４．議事概要　
４－１．第３回国際／業界横断EDIタスクフォース議事録の確認　
・第３回国際／業界横断EDIタスクフォース議事録（業界横断2014-4-02）は同会議後、委員とオブザーバーに回付された。同議事録議事概要の主な事項の確認を行った。
・同議事録２ページ中段に掲載の事務局コメント「航空機業界に自動車の物作りの仕組みを取入れたい」の発想には、ドイツが進めている「第４次産業革命（インダストリ４）」が念頭にあると考えられる。インダストリ４、即ちIOT（Internet Of Things）は、今後のビジネスインフラに成長する可能性がある。SIPSとしてIOTベースのビジネスインフラ研究と標準化に挑戦すべきか、次年度活動計画の中に取込むかを検討願う旨、事務局が要請した。
４－２．国連CEFACT動向
４－２－１．国連CEFACT総会トピック報告　
・国連CEFACT第21回総会（2015年2月16・17日開催、於．ジュネーブ）に関し、資料（業界横断2014-4-11）により(一般財)日本貿易関係手続簡易化協会JASTPRO事務局が主要点の概要報告を行った。
・国連CEFACTのビューロー（執行委員会）の役員の交代があり、候補者3氏から米国のLance Thompson氏（国連CEFACTの2014年副議長の1人。コデックス社（コンサルティング企業所属）が議長（＝総会議長）に2015～2018年の任期で選出された。同氏には国連CEFACTの諸手続や作業の透明性を高めることが期待出来る。
・今回総会では、プロジェクト提案の際の手続に関して、資料「国連CEFACTプロジェクト申請手続」（業界横断2014-4-04-2）の進捗報告が、ビューローから提出された。プロジェクト申請には、７段階で行う現行の手続（ODP：Open Development Process）がある。それに加え、プロジェクト申請チェックリストを定め、プロジェクト開始後6カ月毎にその進捗をビューローに報告する等が同文書に示されている。
・今回の国連CEFACT総会では、地域ラポ－ター（アフリカとアジア太平洋のそれぞれの地域の活動と国連CEFACTとを双方向で結ぶ役割を務める）に、アジア太平洋地域当としてJASTPRO事務局石垣部長が、アフリカ地域担当としてI. N. E. Diagne氏（セネガル）が2015～2017年の任期で選任された。アジア太平洋地域ラポ－ターは、AFACTの活動と国連CEFACTの作業とのコミュニケーションを図っている。　
・資料の｢国連CEFACT（貿易円滑化と電子ビジネスのための国連センター）入門｣ 改訂版（業界横断2014-4-12）が、JASTPROより配布された。
４－２－２．支払通知プロジェクト提案状況　
・支払通知プロジェクト提案の状況に関し、資料「支払通知(Remittance Advice)拡張提案」（業界横断2014-4-04-1）により、事務局が概要報告を行った。
・前回当TF会議で報告した通り、2014年10月の国連CEFACTフォーラムにおいて上記の提案につき、提案の目的、主要拡張点、金融EDI実証実験（自動車部品業界側、支払通知拡張情報を使用）紹介、同実証実験の際にエンベロープとしてISO 20022のメッセージの使用（将来的には補助領域に埋込む予定）可能性を紹介した。
・同提案の際に、既存Remittance Adviceメッセージのメンテナンスではなく、新たなプロジェクトとして2015年1月末までに正式提案準備を行うことになり最初の提案準備ペーパーは提出済である。プロジェクト提案の手順が文書化された（上記４－２－１.）ので、チェックリストに従い見直した。
・プロジェクト提案Project Proposalのうち、プロジェクトの成果物Projec deliverablesはBRS と RSM、CCL用のCC とBIE定義、取引をサポートするXMLメッセージであり、何があると終了かのExit criteriaは、「1．BRSとRSMがサプライチェーンPDAの金融・支払ドメインの合意を得た後、ビューローで受領されること」および「2．プロジェクトで定義された新たなメッセージ用のCC、BIE、XMLスキーマの確認通過」としている。代表団長サポートHoD supportは現時点で日本だけだが、あと2か国のサポートを得て発足の予定。プロジェクトのリーダー Project leadershipはSIPS菅又事務局長であり、プロジェクトエディターProject editorは遠城金流商流情報連携TFリーダーである。
・プロジェクトの工程マイルストーンは、以下の通り。：　2015年3月31日までにプロジェクトを開始、同年4月24日（国連CEFACTフォーラム時）に要件収集等を行う。それらに基づき同年9月30日までにBRSとRSMの各ドラフトを作成、そのパブリックレビューを1ヶ月間行い、結果を同年10月30日（国連CEFACTフォーラム時）に検討する。CC／BIEは、BRSとRSMの各ドラフトが出来た段階でハーモナイゼーションチーム宛に同9月30日までに提出する。CC／BIE／XMLスキーマの確認（遠城リーダー）を2015年末に終えてプロジェクトを終了させ、2016年1月31日に公表を行う。
・提案書標題の下の提出者名は、ビューローのメンバーか、既存のプロジェクトメンバーか、各国代表団長ということになっている。当件の場合、既存のRemittance Adviceを作成したプロジェクトチームが現在はもう無く、ビューローから出したものでもないため、日本代表団長の提案とした。　
・手続に関して、資料04-2の3ページ「9.」のプロジェクトレビューとサポート担当のAnders Grangard副議長に問合せ、了解により同氏に提案文書を提出した（同ページ「10.」にあるプロジェクトレビューとサポート担当の副議長は、国連CEFACT勧告関係担当と標準提案関係担当の2名がおり、同氏が後者である）。
・資料04-2の5ページ以下がチェックリストであり、全項目について提案文書のチェックを行った。6ページ下段のコメント欄“Comments from the designated Vice Chair: ”のdesignated Vice Chairは、PDAを担当する副議長のことであり、8ページ下段の欄“Comments from the Project Review and Support Vice Chair”のVice Chair がAnders Grangard 副議長である。チェックリストにより、提案文書提出者もチェックを行う。
・当件に関しては、日本銀行金融研究所のISO/TC68日本委員会事務局ご担当に説明を行った。当件が固まり国連CEFACTで承認されたのち、ISO/TC68のISO 20022の補助領域に入れる（資料04-1の1ページ④の図内Supplementary Data参照）登録提案を行う予定。
４－３．ビジネスインフラガイドブック第3版　
４－３－１．ガイドブックの構成（事務局）
・ビジネスインフラガイドブック第3版の構成に関し、資料（業界横断2014-4-05-1）により事務局が概要説明を行った。

・2013年度に同ガイドブックⅤ2.1を作成したが、仕様自体に「バージョン」を付けており、混同を避けるため、今年度からガイドブックにはバージョンを付けることをやめ、第3版としている。その中に種々のバージョンの資料が入っている形である。
・第3版は下記の構成である。：
　
第１編　解説
第２編　業界横断EDI仕様V2.2
第３編　中小企業共通EDI仕様V2.0
第４編　自治体消耗品購買EDI仕様V2.0
第５編　メッセージ辞書
付属
SIPS付番情報項目（国連CEFACT提案中）
・「第５編 メッセージ辞書」に、BIEのエクセルの表が入る。巻末添付の「SIPS付番情報項目（国連CEFACT提案中）」は、第3版時点でまだ国連CEFACTに承認されていないデータ項目にSIPS番号を付けたものの一覧表である。第3版の総ページ数は、多分200余ページになろう。
・同説明に関し、以下の質疑応答があった。：　
－電子書籍版の作成予定はどのようであろうか。　
－電子書籍版を作成し、アマゾン等の電子出版エージェントを通じ、1万円程度で販
売を図る。
－会員の場合はどうか。
－会員には事務局からダイレクトにメールで送る。ウェブサイトには載せない。SIPSのホームページに掲載するよりアマゾン等の電子出版エージェントを利用する方が、見つけて貰える可能性がはるかに高いであろう。
・第１～５編の内訳構成等を資料「第１編 解説」（業界横断2014-4-05-2）により事務局が説明を行った。
・資料05-2の1ページ末尾で、「 ～ 「業界横断データ辞書」および領域別「メッセージ辞書」は、SIPSのホームページよりCSV形式でダウンロード可能である。」ことを明示し、オープンにしている。
・同2ページでは、ガイドブックⅤ1.1の時からの経緯を紹介し、2012～2014年度の各拡充概要を3ページで説明した。
・同5ページの「2．3」～「2．3．2」は、第２編冒頭部分と重複し、後者を生かすこととする。
・中小企業に関するものは、資料の中小企業の方にある「考え方」を参照されたい。
・同7ページ「3．ガイドブック第3版適用の仕方｣の「3．1」で、業界横断データ辞書は国連CEFACT CCLのサブセットであること、メッセージ辞書は固有の業務領域毎に登録されること等を説明した。　
・同8～11ページ「3．2メッセージ辞書の管理」で、登録手続やメッセージ辞書レジストリのドメイン識別コード、レジストリの中身、メッセージ辞書管理手続を示している。「3．2．4メッセージ辞書管理の国際化へ向けて」は作成途中のものを示してある。
・12ページ「4．国連CEFACT CCLの保守管理」では、国連CEFACTのビューロー・プログラム支援（BPS: Bureau Programee Support）の辞書管理チーム（SIPS菅又事務局長もその一員）がコアコンポーネントライブラリーCCLの保守管理を行い年2回の更新を行っていること、既存のCCLに必要な情報項目（BIE：Business Information Entity）が無い場合にはCCLへの追加要求を同辞書管理チームに提出すること、また、要求を行う際の考慮点および要求に付す理由書や申請ID等に関し説明している。
４－３－２．業界横断EDI基本仕様　
・業界横断EDI基本仕様に関し、資料（業界横断2014-4-05-3）により事務局が概要説明を行った。

・資料05-3「第２編 業界横断EDI基本仕様」の1ページ「1．業界横断EDI仕様策定の考え方」の「1．1」～「1．1．3」は、「第１編 解説」の5ページ「2．3」～「2．3．3」と同内容であるため、第２編の分を生かし第１編の「2．3」～「2．3．3」を除く。
・第２編の2ページ「2．業界横断EDI仕様Ⅴ2.2業務連携定義」の「2．3 確定注文プロセス」「2．4 出荷案内プロセス」「2．5 請求プロセス」はV2.1のままである。
・同17ページの「2．6．支払プロセス」が新たに追加したもので、20ページの「2．6．6アクティビティ図」のように、支払通知メッセージを送信し、実際の送金は銀行への振込依頼で行う。ガイドブックでは、これに概念データモデル（メッセージのデータモデル）が付く（ボリュームがあり今回資料では割愛）。

４－３－３．中小企業共通EDI仕様　

・中小企業共通EDI仕様V2.0（ビジネスインフラガイドブックの第３編）に関し、資料(業界横断2014-4-05-4)により(特非活法)ITコーディネータ協会ICTの委員が概要説明を行った（ガイドブックの目次（資料05－1）の2ページ下段「６. 中小企業共通EDIプロジェクト取引購買仕様メッセージ定義V3.0」のV3.0をV2.0に修正した）。 
・2013年度に中小企業共通EDI仕様V2.0を作成した。それまでの経緯だが、紙ベースでの業務処理が行われていて、IT支援等が行えない状況が続いていたが、2009年に機械振興協会からIT関係の公募があり、ICTから提案し採択され、検討を開始したことが共通EDI仕様作成の始まりであった。　
・その際に、中小企業100社をITコーディネータが回り、関係帳票を集め、情報項目をまとめた。
・その後、同委員会内にEDIメッセージを決めるための部会を設置、その主査を当TFリーダーが務めている。同時期に経済産業省が、ビジネスインフラ事業を立ち上げた。しかし、中小企業が使えるようなEDIメッセージは、3年経っても実用レベルのものが出て来なかった。
・参照モデルとして、業界横断EDI仕様を参照し、中小企業の業界標準的なものとしてV1.0を作成した。、
・初めに基本仕様と中小製造業仕様のメッセージを作成した。基本仕様はコクヨの伝票の情報項目に基づいている。製造業の場合は固有の情報項目等があり、それらを追加したものが中小製造業仕様である。
・その後、更に追加し中小商社購買仕様のメッセージを2013～2014年に作成した。商社の仕様は全日本電設資材卸業協同組合連合会から要請があり、それに応えて作成した。
・中小企業共通EDI仕様で最も拡張した点は、V1.0に無かった見積りに関するメッセージを追加したことである。また、検収メッセージも追加した。大手企業と中小企業との取引において高い頻度で検収処理が必要であり、紙でなくEDIで利用されるよう策定した。
・資料05－4の42ページ「7. 中小企業共通EDI仕様Ⅴ2.0利用ガイドライン」に関し要点を説明。 
・メッセージを発注者・受注者間で直接やり取りするには、種々の変換を行わないとEDIが繋がらない。それを行うには金が掛るため、中小企業のEDIについては、間にプロバイダーを置き、43ページの「(３)共通EDIプロバイダーによるメッセージ変換サービスの提供」のようなプロバイダー経由でやり取りする形にしたいと考えている。
・この方式により、発注者も受注者も、自社のパッケージを購入しエクスポート／インポートが出来、多額の投資をせずにEDIを繋げ得よう。
・同資料の45ページ「(２)取引プロセスの選択」の図表のうち2014年に追加した「プロジェクト取引仕様」は注文・注文回答だけであるが、次のバージョンアップまでに検収・請求まで拡張の予定。

・同資料の49ページ「7.5新しい業種拡張版メッセージの開発と国連EDI辞書（CCL）に含まれない情報項目の扱い」にあるように、中小企業の多様な業種のため既存の業種拡張版仕様では対応できない場合には新しい業種拡張版EDIメッセージを開発する。また、業界固有の情報項目が国連EDI辞書（CCL）に無い場合はSIPSで審議し、国連EDI辞書（CCL）に追加すべきとされた場合はSIPSより国連/CEFACTへ追加登録申請を行う。
・同ページ下段以下に「8.中小企業共通EDIの導入メリットと着眼点」をまとめた。中小企業共通EDIは、中小企業に共通に使えるという位置付けで提案しているものである（業界標準的なものは無い）。共通EDIは中小企業相互間だけでなく、大手企業と中小企業の取引にも使える。中小企業共通EDIの利用を検討される企業を発注企業・受注企業・中小企業（社内システム整備済と未整備の別あり）・大手企業に層別化し、その各々についての導入メリットと導入に際しての着眼点を50～53ページに述べた。
・同資料の54ページに「中小企業共通EDI仕様Ⅴ2.0コード定義表Rev.0.6」を示している。項目の3分の１程は、JEITA／ECALGAで既に定義を定めている。製造業界ではJEITA／ECALGAが浸透しているので、共通に使えるよう、JEITA標準コードをそのまま利用させて貰う。
４－３－４．自治体消耗品購買EDI仕様　
・自治体消耗品購買EDI仕様V2.0（ビジネスインフラガイドブックの第４編）に関し、資料(業界横断2014-4-05-5)により当TFリーダーが主要点の概略説明を行った。
・2011年頃に、金融EDI連携関係で注文情報を基とするPOファイナンスの実証を図るのに、自治体の購買を対象にEDIの検討を始めた。まずは、自治体で（公共事業に関し行いたかったが、規模が大きく難度があるため）消耗品購買に関し実証実験を行うこととした。2012年度の愛知県補助事業として豊田市の消耗品購買に関し「グローバルサプライチェーンに対応した国際標準EDI（国連CEFACT）の中小企業への活用に関する実証実験」を行った（資料05-5の2ページ）。
・自治体内の現行の手書き伝票は書式が多様で、作成の手間や郵送料等が掛り、その解消に向けEDIの利用を図りたい。自治体毎のばらばらのEDIではなく標準化したものが望まれ、国際標準に基づくものをと提案し採用され、同実証を行った。業界横断EDI辞書V2.0を参照し、自治体消耗品購買メッセージ定義V1.0（納入プロセスおよび請求プロセス）を策定した。
・2014年度には、V1.0を受発注プロセス、出荷検収プロセスまで拡張し、自治体消耗品購買メッセージ定義V2.0とした。
・当件に関連し、資料「検収連絡メッセージ(中小企業製造業仕様）」および「検収連絡メッセージ（自治体消耗品購買EDI仕様）」(業界横断2014-4-05-6)に関し、事務局が概要説明を行った。
・検収は、月次で検収したものの一覧を流し、いわば買掛明細である。検収連絡メッセージの中小企業製造業仕様と自治体消耗品購買EDI仕様の両クラス図を比較すると、検収情報文書クラスと次の検収情報取引内容クラスは、同じだが、検収情報取引内容クラスの下の検収契約クラスの内容は自治体仕様は詳細情報が多い。またその並びに、中小企業仕様はプロジェクトクラス、自治体仕様は参照文書クラスと、ニーズに従い別の名称のものがある。
・自治体仕様にある検収納入クラスは中小企業仕様には無い。検収決済クラスは両仕様殆ど同じだが、自治体仕様には支払条件がある。これらもニーズによるが大きな相違はない。
・問題は、検収明細行クラスがかなり異なっていることである。自治体仕様には検収明細納入クラスの下に取引事象（実納入）クラスと取引事象（検収結果）クラスと参照文書(納品書)クラスを付けている。中小企業仕様には検収明細納入クラスの下に受領作業クラスと参照文書（出荷案内書）クラスを付けている。

・同件に関し、以下の討議と作業予定の説明等があった。：

－中身的にかなり異なっており、これで良いであろうか。

－合せた方が良いと思う。（クラス図の項目名は）国連辞書にあるものであろうか。
－そうである。追加したものはBBIEだけである。
－ITC事務局としては、見つけられなかったので今在るものを当て嵌めた。整合等の確認、調整を行いたい。
－取引事象（実納入）クラスと取引事象（検収結果）クラスのイベントを見つけられないと出て来ない。参照文書（納品書）クラスもあり、これは既存のものである。
－ABIEレベルが在っても、ASBIEが無いというのが結構ある。
－自治体仕様の検収連絡メッセージは、詳細に見て修正等の調整を行ったが、国連CEFACTのものとの整合性と追加の適正性についてもう一度見直しを行う。また、データモデルとBBIEの表を含め、この3月末に出版したいので、ITCとSIPSの両事務局で作業を重ねる予定である。
４－４．技術情報　

４－４－１．インテリジェント・フォーム
・インテリジェント・フォームに関し、資料（業界横断2014-4-06）により同フォーム調査担当委員が概要紹介を行った。
・前回12月に開催した当TF会議（SIPS事務局よりタイ バンコクでのAFACT会議につき報告等があった）において、タイのEDIには手書き署名の問題があり、その解決の手立てとしてインテリジェント・フォームの使用に関し調査をとの要請を受けた。その調査結果を資料06「Thailandにおける電子署名について」により報告する。
・同資料のスライド２の「電子データのリスクとPKI」により、インターネットを介しデータをやり取りする時の４つのリスク、その解決のためのPKI(Public Key Infrastructure)の仕組みによるセキュリティの確保を説明。
・スライド３の「電子データの暗号化と復号化」のように、PKIは秘密鍵(Private Key)と公開鍵(Public Key)の一対で暗号化と復号化を行うことでデータを保証する。
・この暗号化の技術を使い電子署名を行うというものがスライド５の「電子署名の作成と検証」である。日本の電子署名に関する法制度がスライド４の「日本国の電子署名法」である。2001年4月1日に同法は施行し15年近く経っており、かなり確立されている。電子署名は通常の印鑑の代りに使えるものということである。
・スライド３と同様、平文に対し暗号化した一部の署名のデータを相手に送り、公開鍵で開ける仕組みである。問題は認証事業者(スライド４の図の中央)で、認証局と呼ばれる。認証局自体は立上げようと思えば出来るが、その場合は「なんちゃって認証局」あつかいで、公認された認証局ではない。

・スライド５の「電子署名の作成と検証」の電子署名をどういう形で送るかが、以下である。：　スライド３と同様、平文から一部のデータを取出し、それを秘密鍵で暗号化し相手に送り、受け手が電子署名という形で貰う。それを公開鍵で復号化し、平文のデータのハッシュ値と、復号化し取出した一部のデータのハッシュ値を比較することで、元の送られたデータが真正なものであると検証出来る仕組みである。
・秘密鍵を盗まれた場合は完全にアウトだが、秘密鍵は送り手だけが使う鍵であり、受け手に渡すことは無いので、基本的に盗まれることはない。
・認証事業者だが、日本の法務省が「特定認定業者のサービス」を制定しており、ホームページで判るが10社のみである（スライド６）。7番目のジャパンネット(株)（ジャパンネット銀行が行っている）は２つのサービスを申請しており、特定認定業者10社11サービスである。
・日本の認証局は世界的には通用しない面があり、国内のサービスに限定されている。認証局で最も有名なのは同スライドの最下段に示す、シマンテック（ベリサイン社を吸収）、グローバルサイン、セコムの３社で、ほぼ独占状態である。。
・従って、もしタイで認証局を立てようとする場合、日本の特定認定業者では通用しないのではとの懸念がある。グローバルサイン社に、同社の認証局をタイで使う場合はどうかに関し問合せを行った。その回答「タイおける電子商取引に関するグローバルサイン社の見解」を、スライド７・８に示した。
・回答（スライド7）は、「電子商取引に直接係わるタイの２つの法令は、電子認証とセットとなった電子商取引の促進を主題としているが、この関連法で日本の特定認定局に相当する認定制度、またそれのみに公的有利性を与える規定は今の所見当たらず、海外認証局を排斥するニュアンスは殆ど無いという印象を受ける。」と、グローバルサイン社のものを使って問題は無いであろうとしている。

・続く回答（スライド８）は、「個別契約を推奨する。グローバルサイン認証を使用する場合、その取引先と覚書（契約書）を交わすことを推奨する。」等を述べている。逆に読めば、個別契約さえすれば、どこを使っても良いのではという見方もあろう。
・タイでは、個々の会社同士が契約を結んで行わないといけない、逆に言えば、契約を交わせば何でもありかという所である。以上が調査情報のまとめである。
・インテリジェント・フォームに関するもの（スライド９～14はSIPS事務局より入手）は、スライド９で、アドビの“XML Forms Architecture Form(XFA)”の仕組みをそのまま使っているものを示す。左の長方形の“User-defind XML form data in user schema”でインプット項目をスキーマで定め、その下の長方形の“PDF/XML form template defines field mapping and business logic”で、形を作ったデータをアクロバットに投げ、PDFを作ったり、XMLデータが出たりする仕組みである。
・スライド10は、サンプル的に書いてある（日本の調査者向けにヘッダーのロゴがTOYOTAになっている）が、アクロバットリーダーを開くと、入力が出来る仕組みを持っている。サンプルのContact Name以下、Daytime Phone Number まで例示されているように、入力が出来る。　
・スライド11で、品番や数を入れ、計算し合計を出せることが示されている。その左側に署名欄が設定されており、その枠下をクリックするようになっている。　
・署名の手順は、スライド12のダイアログで示されている。誰のサインかを選択する（サインはタブレット等で入れているかと思われる）。サインのボタンを押すと、実際にサインか入る。　
・スライド13に、パスワードを入力するダイアログが示されている。PDFを、タブレット手書きのサインとその署名者をパスワードによりロックする。
・スライド14にある吹出しで、処理内容が確認されている。手書き署名および署名のタイムスタンプがあり、署名者が証明され、当該文書は変更が出来ない。以上がこのインテリジェント・フォームのひと通りの仕組みである。
・仕組みとしては完璧であるが、問題点は、全てアドビで行わないといけないことである。また、ロジックの作成にはアドビのソフトを購入しなければならず、これらが高価である。しかも1回購入すれば終りではなく、何枚登録したかという登録枚数に応じ、アドビ・ライフサイクルは費用が掛る。
・アドビ脱却ではないが、当方で小島プレス工業㈱側のタイのEDIについては、ETDAには間に合わないのと、アドビの仕組みを入れるかは疑問もあり、（アドビと繋がることを前提とするにしても、）システム的にはスライド15「システム構想」に示すように考えている。即ち、タイの方にEDIサーバーを設置し、なんちゃって認証局の機能をそこに立上げ、暗号化機能も持つものにする。第三者認証局を持たないといけないが、タイにはまだ無いため、日本の第三者認証局を使うことで良いかと考える。

・いずれにしても、国際的に通用するとなると前述のシマンテックか、グローバルサインのいずれかになろう。それには費用が生じる。グローバルサインに第三者認証局を頼むと、1タイムスタンプ（PDFドキュメント1件の認証）あたり2～20円になる。費用の額は月次登録件数によって決まり、2円まで下げるには、月に10万件以上の登録が必要である。月に1000件以上では、20円になる。
・特定認定業者にSIPSがなれば、ある程度解決出来るのかと思われる。
・同件に関し、以下の意見があった。：　
－グローバルに行おうとすると、ウェブトラストなどの国際認証を受けなければならない。国際認証では、サーバーの物理的なプロテクションを始め、きびしい現地調査が入る。国際認証を取得するには大変な費用が掛る。
・同スライドの左側に認証ツール４点を示した。手書きタブレットでは、ワコー社の製品が進んでおり、イメージ画だけでなく、書く時のスピードやペンの立て方や強さまで含めて認証し、単に形を真似ればということにはならない。ほぼ手書き署名と同レベルで認証出来る。タブレット自体の価格は１～２万円である。
－現在のアイホンの指紋認証で良いのではないか。
－それだと、形だけになる。どこまでするかだが、タッチパネルで行う手もあろう。認証ツールとして種々あるが、いずれにするか。指紋認証では傷が付いた時や、指紋が無い人等の問題がある。
－認証ツールと電子証明書／データ暗号化は切離して考える形になっている。それを考慮して、仕組みを検討してはどうであろうか。インテリジェント・フォームにはきちんとしたサインが求められよう。
－サインは見えるようにするものである。見えない所では、デジタル署名できっちりとプロテクトされている。それに登録したサインのイメージを付ける。タイのものは、パスワードでプロテクトしている。
－スライド12のダイアログ内の“Sign As”の選択をすれば、選択した登録サインのイメージが出て来るのかもしれない。
－それをコピーさせないようにすれば良い。

－ただし、相手企業側が本人でない人がサインを行う可能性はある。パスワードさえ判っていれば、それが出来てしまう。作成されたデータは完全である。また、第三者認証局と言うが、なんちゃって認証局で、契約で縛って行くという運用でも良いかもしれないと思う。
－GMOグローバルサイン(株)はまだSIPSに入っているだろうか。募集は一応掛けているが、入会についての回答は無い。
－サインが登録してあるのであれば、PDFである必要は無い。ドキュメントがきっちりと電子署名のようにプロテクトされていれば良い訳である。、
４－４－２．日本における共通語彙基盤　
・日本における共通語彙基盤に関し、資料「情報連携へ向けた日本の取組」・「共通語彙を如何に活用するか」（業界横断2014-4-07）により事務局が概要紹介を行った。
・日本政府により平成６年以降、①政府の情報を民間が使えるようにするオープンデータおよび②政府間のシステムの相互運用性の確保の２つの目的で、語彙／用語定義の統一化を図るプロジェクトが進められている。
・現在の語彙データプロジェクトはVer.２である。これにSIPS事務局長が委員として出席し、国連CEFACTのコアコンポーネントと対比し、出来るだけ同じような定義にするよう図っている。
・現在、それぞれの行政機関が個別に行っている情報定義に関し、共通のコアを作ろうというものである。
・米国では、NIEMによりコアデータを組立ててメッセージ化し、その実使用を登録する（同資料のスライド4）。コアデータ登録と、メッセージのドメイン毎に勝手に登録をする方式は、SIPSの考え方に似ている。

・欧州では、ISAのジョインアップというプログラムでデータの登録を進めている。米・欧いずれも政府主導であり、日本も政府主導でIMI : Infrastructure for Multi-layer Interoperabilityプロジェクトを、閣議決定に基づいて進めている。

・同IMIプロジェクトは、システム連携＝相互運用性、オープンデータ、一般ユーザーからの検索を目的とする。データモデル化の考え方は、エクステンション方式であり、国連CEFACTとは真逆で、コアを作っておき、それをエクステンションする。
・現在の国連CEFACTのコアコンポーネントのコアは大きなコアであり、そのサブセットにするというアグリゲート型である。データを全て定義し､アグリゲーションする。
・日本のIMIは、コアの部分を中央で、プラスαの部分をドメインが勝手に定義出来るようにする、エクステンション型である。実際にはXMLとRDFで公開している。
・実際にコアを使ったもののイメージが資料のスライド11に示され、農林水産省で検討中の農業系のものである。
・コア語彙と情報連携パッケージ（IEP）定義という２本立ての形である。SIPSと同様の考え方ではある。データ項目として共通の用語を使おうという形で進んでいる。
・米国のNIEM導入の２事例が、資料のスライド17・18に示されている。
・行政情報へのIMI適用事例としてAED Searchが示されている（スライド21）。
・これらは経済産業省のサイトで、IMIまたはコア語彙で検索することが出来る。
・コア語彙はクラスとしてアクセスや住所や氏名などが定義されている。クラスにはプロパティ＝内訳を定義し、内訳にはまた別のクラスを指すことができる。こういうデータがダウンロード出来る。
・こうした項目１つずつについて、国連CEFACTの情報項目の有無を確認している。語彙プロジェクトの結果は、時間は掛ろうが、いずれ地方自治体に広がって行く。
・同紹介に関し、以下の質疑応答および意見交換があった。：
－本件は、今後どう考えるべきものか。
－行政と関わる時のEDIのアプリケーションには、こうしたデータを考慮して実使用すると良いということである。
－また、国連CEFACTの情報項目も対応しているかをチェックすることにもなる。例えば本籍地は日本独特であろう。そうしたことが判る。データの構造が違う場合もある。一方はエクステンション型で、小さいものを作りエクステンションする。アグリゲーション型は上で全部カバーし、そのサブセットになる。マッピングが難しくなる。
－誰が１番嬉しいことになるのだろうか。

－政府や自治体である。政府や自治体のシステムは、ばらばらでアプリケーション毎に異なるため、統一化しかつオープンデータとして外部にも使用可能にする。

－強制的なものになるのだろうか。

－まだ、そうではない。世界一のIT国家にするためのガイドである。
－既に出来ているシステムがある所に、標準化したのでそれに乗換えるように言うと、「そうしない。」とそこのシステム担当者が言う気もする。

－政府や自治体は、予算で動く。自治体が何かの新たなシステムを作る時に、これを採用すると予算が下りる可能性が高くなろう。
－予算が下りたとしても、既存のシステムと新たな予算で作ったシステムが二重構造で動くと、使い勝手が非常に悪い。

－当面、国民受けする災害等のアプリケーションとか、自治体の観光や、広域行政に絡む所（都道府県の境が川であると双方とも川の片側のデータしか持っていない。市町村合併があると古い２システムが存在する。等）で実証されてゆくと思われる。
４－５．SIPS活動総括と次年度活動計画案　
４－５－１．2014年度SIPS活動概要
・2014年度のSIPS活動概要に関し、資料（業界横断2014-4-08）により事務局が概要説明を行った。
・国際連携TF、国際/業界横断EDI TF、金流商流情報連携TFの2014年度における各活動トピック（資料08の１ページ）を説明。
・同説明に関し、以下の討議および合意がなされた。：

－国際連携TFの活動トピックに、「ネットワーク相互運用性の検討」を加える。
４－５－２．2015年度国際／業界横断タスクフォース事業テーマ案

・2015年度の当TFの活動方針に関し、資料（業界横断2014-4-09）により事務局が概要説明等を行った。
・2014年度の活動方針と少しニュアンスを変え、「サプライチェーンの商流・金流・物流全般に、業界横断EDI仕様を中心とするビジネスインフラの拡充と推進を図る。」としてみた（資料09のスライド２）。案であり、討議願いたい。

・事業テーマは下記５項と、それぞれの具体事項である（同資料のスライド３）。案であり、討議願いたい。：
（１）業界横断EDI仕様の領域メッセージへの展開
（２）業界横断データ辞書フレームワークの実装
（３）海外進出企業の現地取引への適用
（４）業界横断EDI仕様の国際標準整合化
（５）最新の技術環境へ対応するビジネスインフラの推進
・同説明に関し、以下の討議、意見交換、状況紹介等を行った。：　

－2014年度から声掛けし、流通系の方々がTF会議に出席されている。これまでは製造系が強く、流通系として（一財）流通システム開発センター事務局が出席されて来た。流通系の方々が少し増えるので、どんなメリットが流通系にあるか。 . .　入って来たばかりの時は出来ないであろうが、そうした方々の智恵を集められるように、次年度の活動テーマを考えてほしい。
－どういうテーマが良いであろうか。
－上記事業テーマ案(５)の具体事項の一つであるIOT（Internet of Things）に関し、流通系の数社がチームで検討を行ったので、その検討についてSIPSで紹介して貰うようなことが可能かもしれない。
－流通BMSは国内のEDI標準として流通業界の要件を吸収し、きちんとメンテナンス等をされている。従って、SIPSがそういう中でどういう役割を果たすのかの位置づけをはっきりさせたい。
－流通BMSは流通BMSとして、その普及協議会が行っている。流通BMSの情報連携WGで行っているのは重なった所では無く、IOT、リアルタイムのEDIは今後どうなって行くのか等を研究している。こうした英知は共有出来ると良いのではないか。
－そういう活動を、事業テーマ案用に１行にまとめて頂けようか。
－業界横断という言葉は、製造業と流通業では大分変るので、現在の業界横断の中に流通業界が入るのは難しいかもしれない。別個の検討部会で行うのが適切かもしれない。　

－持帰られて検討願えようか。流通系を元気にさせるテーマとして何があるか、ネットワーク相互運用性検討リーダーに案の作成を願うこととする。
－なお、新SIPSの入会につき当方から声掛けを行っているが、メンバーの方々皆で周りの方々に声掛けをして頂きたい。
－SIPSへの参加につき、是非ご勧誘を事務局からもお願いしたい。次年度からガイドブックを電子書籍で売出す予定である。
－現在の会員はベンダーが多い。ユーザーの意見が入らないと、ITベンダーがやっていても、あまり実現味が無い。
－現在の案でもかなり多いが、事業テーマとして他に行いたい案は無いであろうか。　
－テーマは多過ぎる印象である。
－上記(１)～(４)の事業テーマは2014年度の継続的なものであり、行う必要がある。テーマ案(５)で更に何か新たなチャレンジをしてみたい。
－前に出された資料で、2015年度以降の３年間のマイルストーンに示されたが、その見直しを行う必要があるのではと考える。
－中小企業向けEDIは標準が無く、買い手側に言われるままにするしかなかったので、標準をということで作った。しかし、普及しようとしても中小企業としては、使えるものが出来ても、皆が使わなければ意味が無い。前回当TF会議で紹介の水業界は、取引先が1500社ある。5年前に中小企業庁が同業界に、中小企業向けEDIへの参加を勧めたが、1500社のうち13社がウェブEDIを行っただけで、そこで止まっている。

－ウェブEDIでは、これ以上普及しないということである。中小企業向けEDIで使えるものが出来たことを大手ユーザーに知って貰うアプローチの策定を、そろそろ行って良いのではいか。大手企業の場合は、基幹システムで、何年かに1回は何らかの再検討を行う。そのタイミングで業界横断EDIについて是非考えて貰い、SIPSのものを入れて頂きたいと、キャンペーンを行うと良いのではないかと思う。
－もう一つは、ユーザーをどう巻込むかという絵を描きたい。実証実験だけいくらやっても、これ以上進まなくなると思う。
－一つは、地方自治体がある。手書署名付きEDIなどを採用してくれると、中小企業まで共通に広がる可能性がある。
－もう一つは、当TFリーダーが前に話されていた、スマートEDI（IOT対応のEDI）があり、事業テーマ(５)に入れておく。

－豊田商工会議所で実証実験を行ったので、2015年度は本格的に実装を進めたい。豊田商工会議所6千社のうちの千社位がPCによる業界横断EDI対応可能と思うが、残る5千社は小さく、パソコンも充分無い。そうした所に関し、スマートフォンだけで完結するものとの連携を図る。パソコンとスマートフォンとの連携はあまりうまく行っていないので、スマートフォンで全部行っているのが現状である。
－場合によっては支払もスマートフォンで行う、というものを10月位までに実証実験を行いたい。
－もう一つ、トヨタ自動車系で、2014年に取敢えず１次の300社についてトヨタWG標準EDIを導入した。トヨタ系部品メーカーは末端まで５万数千社ある。今後、2次、3次に対し展開するにあたり、導入をし易いような目玉が必要である。車の生産は、年間千万台のうち、日本で200万台、残りは海外で作る。よって、今後はグローバル標準と言う目玉で進める方向にしたい。　
－国産航空機の関係だが、経産省としては、部品の8割位を国産化したいということである。その際のEDIにトヨタのカンバンのEDIを使いたいという話がある。自動車系は何千、何万個作るが、航空機は数十個であり、生産方式が全く異なるので、そのままでは使えない。
－航空機の部品製造の時に使うEDIにつき、エコチェンジを中心に、それを国際標準化して進めることを考えている。航空機メーカーはM社だけでなく、K社等もある。まず、国際標準により、業界共通で使えるという形である。
－流通業界では、モバイル系はどうなのか。流通BMSではそれは考えないのであろうか。
－モバイル系は無いと思う。GS1.については確認しないと分らない。
－農業系、食材の調達等は、結構モバイル系が進んでいるかもしれない。
－各社のウェブEDIとしては、生鮮系でやっている。出荷数量等が変ったりするので、そこで入力する。
－豊田商工会議所関係の商売をやっている所は、流通と関係するのではないか。

－花系がEDIは1番やりにくい。肉系は、まだやり易い。
－農作物・畜産系はやれるのではないか。

－製造のように、これだけ発注するとこれだけ物が入る、というのではなく、こういう魚が欲しい、というパターンである。
－現在手書きで行っているものについて、仕入の所だけと考えていたが、買う方も売る方も、両方やらないと使って貰えない。
－農水省は、前述の語彙プロジェクトにも入って来るとされており、農業のIT化については予算が付くと見られる。例えば、現場を実際に回らなくても、バイヤーがスマホで写真を撮り情報を付けて流すようなことは、どんどん行われそうに思われるが。
－スマホ用のアプリを懸命に調べているが、業務系のものはあまり無い。

－実際に生鮮系であると、例えば、ある食材を買い付けたいという注文を、電話や紙やファックスで行うのはやめて、ウェブEDIで補完し、あとの発注、出荷等の、確定される情報は流通BMSのメッセージで、モバイルを含めて行っているIT企業はある。
－水業界だが、可能であれば豊田市の水道局に、豊田商工会議所側からプッシュし、賛助会員になってもらうのも一方である。
－紹介して頂ければ説明に行ってもよい。

－自動車業界のトヨタ系は、既にインダストリ４を先取りしていると言ってよいのではないか。
－上記のテーマにネットワーク相互運用性検討リーダーのアイデアも期待してタスクフォースの事業計画に持ってゆきたい。
４－６．一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会について

・一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会に関し、資料（業界横断2014-4-10）により事務局が概要説明等を行った。
・SIPSは一般社団法人として設立登記を行った。資料10の1～2ページ「設立趣意書」の１.背景、2.名称、3.目的､4.事業はご存じの通りであり、発起人は5.の3名である。
・2014年12月18日に臨時理事会を開催し、資料の3ページの役員（代表理事1名・理事7名・監事1名）を決めた。資料の4ページの「会員規程」のように、会員は、特別会員、幹事会員、正会員、賛助会員がある。特別会員、幹事会員、正会員は一般社団法人の社員とされ、社員総会を行う。賛助会員は業界団体を想定している。幹事会員からは理事を出すことが出来、事業計画を決定する。会員会費は資料の5ページに定める通りであり、募集中である。

・SIPSの英字名称も略称も、現在のままである。電子出版を開始し収入を挙げられる簡単な事業を行い、その収入をTF等の事業費に補填する。
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